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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

1 有形固定資産

土地 37,356,800

建物 24,295,460

減価償却累計額 △ 1,018,683 23,276,777

構築物 1,196,722

減価償却累計額 △ 91,780 1,104,942

工具器具備品 449,816

減価償却累計額 △ 98,718 351,098

図書 2,215,630

美術品・収蔵品 4,256,956

車両運搬具 10,723

減価償却累計額 △ 2,495 8,227

有形固定資産合計 68,570,432

2 無形固定資産

ソフトウェア 21,616

温泉施設利用権 6,090

電話加入権 759

無形固定資産合計 28,465

3 投資その他の資産

投資有価証券 698,720

預託金 36

投資その他の資産合計 698,756

固定資産合計 69,297,654

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 1,185,153

未収学生納付金収入 21,996

徴収不能引当金 － 21,996

未収入金 3,302

貸倒引当金 － 3,302

たな卸資産 906

未収収益 207

流動資産合計 1,211,565

資産合計 70,509,220

貸　借　対　照　表
(平成17年3月31日)
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負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 195,269

資産見返寄附金 22,927

資産見返物品受贈額 2,236,928 2,455,125

長期借入金 4,234,269

退職給付引当金 17,133

固定負債合計 6,706,529

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 148,260

寄附金債務 956,617

前受金 2,037

預り金 133,570

一年以内返済予定長期借入金 2,117,134

未払金 770,831

未払費用 296

未払消費税等 1,847

流動負債合計 4,130,596

負債合計 10,837,125

資本の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 56,399,708

資本金合計 56,399,708

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 4,335,636

損益外減価償却累計額（－） △ 1,178,332

資本剰余金合計 3,157,304

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 115,081

（うち当期総利益） （ 115,081 )

利益剰余金合計 115,081

資本合計 59,672,094

負債資本合計 70,509,220

注記事項

１．運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は，2,504,810千円であります。
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（単位：千円）

経常費用
業務費
教育経費 891,400
研究経費 166,868
教育研究支援経費 331,931
受託研究費 23,001
受託事業費 3,504
役員人件費 80,177
教員人件費 3,905,262
職員人件費 1,053,481 6,455,626

一般管理費 341,511
経常費用合計 6,797,138

経常収益
運営費交付金収益 4,608,492
授業料収益 1,581,076
入学金収益 252,249
検定料収益 154,564
入場料収益 71,596
講習料収益 13,653
受託研究等収益
受託研究等収益（国及び地方公共団体） 3,454
受託研究等収益（国及び地方公共団体以外） 19,616 23,071

受託事業等収益 3,866
寄附金収益 74,615
施設費収益 16,424
補助金等収益 800
財務収益
受取利息 41
有価証券利息 1,416 1,457

雑益
財産貸付料収益 27,451
寄宿料収益 11,755
版権料等収益 1,693
手数料収益 874
試験実施料収益 5,415
物品等売払収益 911
その他雑益 14,406 62,508

資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 3,838
資産見返寄附金戻入 392
資産見返物品受贈額戻入 35,228 39,460
経常収益合計 6,903,834

経常利益 106,696

臨時損失
消耗品費 83,801
備品費 264,287
退職給付費用 14,948 363,036

臨時利益
物品受贈益 348,100
債権受贈益 23,321 371,422

当期純利益 115,081
当期総利益 115,081

１．臨時損失及び臨時利益

（２）その他，国立大学法人移行時に国から無償譲与によって取得した消耗器具備品等が計上されております。

（１）運営費交付金により財源措置が明らかでない役職員について，平成１５年度以前に発生していると認められる退職
　　給付見込額（退職給付債務）を退職給付費用に計上しております。

（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
損　益　計　算　書

注記事項
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 954,255
人件費支出 △ 4,704,923
その他の業務支出 △ 250,207
運営費交付金収入 4,962,251
授業料収入 1,258,485
入学金収入 249,062
検定料収入 154,564
入場料収入 71,479
講習料収入 13,653
受託研究等収入 23,071
受託事業等収入 3,866
補助金等収入 800
寄附金収入 1,023,136
その他収入 61,148
古美術研究旅行積立金の増加 73,210
古美術研究旅行積立金の減少 △ 19,685
東北写生旅行積立金の増加 6,460
東北写生旅行積立金の減少 △ 2,125
預り科学研究費補助金の受入 72,600
預り科学研究費補助金の払出 △ 72,600
その他の預り金の増加 23,808

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,993,799

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の払戻による収入 1,571,811
定期預金の預入による支出 △ 1,679,591
有価証券の取得による支出 △ 698,568
有形・無形固定資産の取得による支出 △ 150,153
施設費による収入 37,813

小計 △ 918,688
利息及び配当金の受取額 2,262

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 916,426

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー －

Ⅳ 資金に係る換算差額 －
Ⅴ 資金増加額 1,077,373
Ⅵ 資金期首残高 －
Ⅶ 資金期末残高 1,077,373

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 1,185,153 千円

△ 定期預金 △ 107,780 千円

資金期末残高 1,077,373 千円

２．重要な非資金取引

①　政府出資の受入による資産の取得 62,807,645 千円

②　無償譲与による資産の取得 6,654,380 千円

③　寄附受による資産の取得 121,637 千円

　　　（うち美術品・収蔵品） （100,686 )千円

④　産業投資特別会計借入金（ＮＴＴ無利子借入金）の償還 56,532 千円

⑤　産業投資特別会計借入金（ＮＴＴ無利子借入金）の償還にかかる償還時補助金の受入 56,532 千円

３．寄附金収入には，国から承継した寄附金937,300千円が含まれております。

キャッシュ・フロー計算書
（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

注記事項
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(単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 115,081,412
当期総利益 115,081,412

Ⅱ 利益処分額
国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４項第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額
教育研究・組織運営改善積立金 115,081,412 115,081,412 115,081,412

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用
（１） 損益計算書上の費用

業務費 6,455,626
一般管理費 341,511
臨時損失 363,036 7,160,174

（２） （控除） 自己収入等
授業料収益 △ 1,581,076
入学料収益 △ 252,249
検定料収益 △ 154,564
入場料収益 △ 71,596
講習料収益 △ 13,653
受託研究等収益 △ 19,616
受託事業等収益 △ 3,866
寄附金収益 △ 74,615
財務収益 △ 1,457
雑益 △ 62,508
資産見返寄附金戻入 △ 392 △ 2,235,594

業務費用合計 4,924,580

Ⅱ 損益外減価償却相当額 1,178,332

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 △ 51,934

Ⅳ 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額された 2,572
使用料による貸借取引の機会費用
政府出資等の機会費用 764,628
無利子又は通常よりも有利な条件による 84,211 851,413
融資取引の機会費用

Ⅴ （控除） 国庫納付額 －

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト 6,902,391

注記事項

１．引当外退職給付増加見積額の計算に使用した役職員の自己都合退職による退職金要支給額は，次のとおりであります。

平成１６年度期首見積額　　　　　2,321,944千円

平成１６年度期末見積額　　　　　2,504,810千円

２．機会費用の計上方法は，次のとおりであります。

　（１）国の財産の無償使用の機会費用の計算方法

国有財産使用料等相当額を機会費用として計上しております。

　（２）地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

各地方公共団体の占用料徴収条例等で定める額を機会費用として計上しております。

　（３）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

決算日における10年利付国債の利回りである1.320％により計算しております。

　（４）政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

決算日における10年利付国債の利回りである1.320％により計算しております。

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
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注    記 

 

（重要な会計方針） 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  期間進行基準を採用しております。 

  なお，退職一時金については費用進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   耐用年数については，法人税法上の耐用年数を基準としておりますが，主な資産の耐用年

数は以下のとおりであります。 

    建    物  ６年～５５年 

    構  築  物  ５年～４５年 

    工具器具備品  ２年～１５年 

    車両運搬具  ３年～ ７年 

   なお，国から承継した固定資産については，見積耐用年数で，受託研究収入によって購入

した固定資産については，研究期間で減価償却しております。 

また，特定の償却資産（国立大学法人基準第８３）の減価償却相当額については，損益外

減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお，国から承継した固定資産については，見積耐用年数で，法人内利用のソフトウェア

については，法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

  運営費交付金（特殊要因経費）により財源措置が予定される役職員の退職一時金については，

財源措置が明らかであることから，退職給付に係る引当金は計上しておりません。 

上記以外の役職員の退職一時金については，退職給付に備えるため，当該事業年度末におけ

る自己都合退職による退職金要支給額を計上しております。 

  なお，国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は，基準第

８４第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してお

ります。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

  償却原価法（定額法）を採用しております。 

 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）評価基準 

  低価法を採用しております。 

（２）評価方法 

  移動平均法を採用しております。 
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６．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

   近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

   決算日における 10 年利付国債の利回りである 1.320％により計算しております。 

（３）政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

   決算日における 10 年利付国債の利回りである 1.320％により計算しております。 

 

７．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理方法は，税込方式によっております。 

 

８．財務諸表の表示単位 

  財務諸表は，千円単位切捨てにより作成しております。 

  なお，利益の処分に関する書類については，円単位で表示しております。 

 

 



（単位：千円）

期　首 当　期 当　期 期　末 差引当期末

残　高 増加額 減少額 残　高 当期償却額 残　　　　高

建物 ―　 35,514 ―　 35,514 325 325 35,189

構築物 ―　 4,462 ―　 4,462 77 77 4,384

工具器具備品 ―　 205,728 ―　 205,728 32,942 32,942 172,785

図書 ―　 2,220,643 5,013 2,215,630 ―　 ―　 2,215,630

車両運搬具 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　

計 ―　 2,466,349 5,013 2,461,336 33,346 33,346 2,427,990  

建物 24,238,557 21,388 ―　 24,259,946 1,018,358 1,018,358 23,241,588

構築物 1,192,260 ―　 ―　 1,192,260 91,702 91,702 1,100,557

工具器具備品 20,027 224,060 ―　 244,087 65,775 65,775 178,312

図書 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　

車両運搬具 ―　 10,723 ―　 10,723 2,495 2,495 8,227

計 25,450,845 256,172 ―　 25,707,018 1,178,332 1,178,332 24,528,685  

土地 37,356,800 ―　 ―　 37,356,800 ―　 ―　 37,356,800

美術品・収蔵品 ―　 4,256,956 ―　 4,256,956 ―　 ―　 4,256,956

計 37,356,800 4,256,956 ―　 41,613,756 ―　 ―　 41,613,756

土地 37,356,800 ―　 ―　 37,356,800 ―　 ―　 37,356,800

建物 24,238,557 56,903 ―　 24,295,460 1,018,683 1,018,683 23,276,777

構築物 1,192,260 4,462 ―　 1,196,722 91,780 91,780 1,104,942

工具器具備品 20,027 429,788 ―　 449,816 98,718 98,718 351,098

図書 ―　 2,220,643 5,013 2,215,630 ―　 ―　 2,215,630

美術品・収蔵品 ―　 4,256,956 ―　 4,256,956 ―　 ―　 4,256,956

車両運搬具 ―　 10,723 ―　 10,723 2,495 2,495 8,227

計 62,807,645 6,979,478 5,013 69,782,110 1,211,678 1,211,678 68,570,432  

ソフトウェア ―　 27,381 ―　 27,381 5,765 5,765 21,616

温泉施設利用権 ―　 6,930 ―　 6,930 840 840 6,090

電話加入権 ―　 759 ―　 759 ―　 ―　 759

計 ―　 35,070 ―　 35,070 6,605 6,605 28,465  

投資有価証券 ―　 698,720 ―　 698,720 ―　 ―　 698,720

預託金 ―　 36 ―　 36 ―　 ―　 36

計 ―　 698,756 ―　 698,756 ―　 ―　 698,756  

　

　　　　4,146,679千円、車両運搬具10,723千円、ソフトウェア26,541千円、温泉施設利用権6,930千円、

有形固定
資産（償却
費損益内）

(注）１．期首残高には国から現物出資された土地37,356,800千円、建物24,238,557千円、構築物1,192,260千円、

　　　　工具器具備品20,027千円を記載しております。

(注）２．当期増加額には、国から無償譲与された工具器具備品311,221千円、図書2,151,525千円、美術品・収蔵品

　　　　電話加入権759千円を含めて記載しております。   

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８３　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減
価償却相当額も含む。）の明細

有形固定
資産（償却
費損益外）

有形固定
資産合計

無形固定
資産

非償却資産

その他の
資産

資産の種類
減価償却累計額

摘　要
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（単位：千円）

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯 蔵 品 ―　 2,512 ―　 1,606 ―　 906

計 ―　 2,512 ―　 1,606 ―　 906  

   

摘　　要

（２）　たな卸資産の明細

期末残高期首残高

当期増加額

種　　類

当期減少額
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区　　分 種　　別 所在地 面積等 構造
機会費用の
金額（千円）

摘　　要

土　　地 架　空　線 東京都台東区上野桜木1-14-65 16.50m － 0

管路埋設 東京都台東区上野公園12-8地先 11.55m － 84

排水管埋設 茨城県取手市小文間中谷津耕地地内 50.00m － 24

連絡道路橋 茨城県取手市小文間中谷津耕地地内 29.70㎡ － 42

排水管埋設 茨城県取手市小文間5160地先 23.70m － 11

排水管埋設 茨城県取手市小文間5000地先 2.00m － 0

排水管布設 茨城県取手市小文間中谷津耕地4784 56.65m － 27

小計 190

建　　物 校　　　舎 東京都台東区小島2-9-10 1226.13㎡ ＲＣ－３ 2,288

宿　　　舎 埼玉県さいたま市緑区原山2-32-8 24.07㎡ ＲＣ－a 93

小計 2,382

2,572  

   

合　　　　　計

（３）　無償使用国有財産等の明細
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（４）　PFIの明細

当事業年度においては，ＰＦＩ事業を行っていないため，記載事項はありません。
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（単位：千円）

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額

計 698,568 700,000 698,720

貸借対照表
計上額

698,720

   

（５）　有価証券の明細

（５）－１　流動資産として計上された有価証券

摘　　　　　要

利付国債（５年）
第４０回 199,762 200,000 199,782 －

－
満期保有
目的債券

当期損益に
含まれた
評価差額

神奈川県公募公債
（５年）第９回

100,000 99,980

福岡市公募公債（５
年）１４年度第３回 199,564 200,000 199,622 －

199,266 200,000 199,335

 

（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

当事業年度においては，流動資産として計上された有価証券はないため，記載事項はありません。

－

－

政府保証第５９回預
金保険機構債券 99,976
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（６）　出資金の明細

（７）　長期貸付金の明細

当事業年度においては，出資を行っていないため，記載事項はありません。

当事業年度においては，長期貸付を行っていないため，記載事項はありません。
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（単位：千円）

区　　分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘　　要

（18,844） （2,117,134）

6,407,936 ―　 56,532 6,351,404 ―　 平成20年3月29日

計 6,407,936 ―　 56,532 6,351,404

(注）１．（　）は，1年以内返済予定分を記載しております。

（８）　借入金の明細

産業投資特別
会計借入金

（９）　国立大学法人等債の明細

当事業年度においては，債券の発行は行っていないため，記載事項はありません。

(注）２．平成１３年度に貸付決定を行ったものの償還については，本年度の当初予算のほかに，補正予算により
　　　繰り上げ償還のための予算が措置されたことに伴い，全額償還しております。
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（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

―　 17,133 ―　 17,133

退職一時金に係る債務 ―　 17,133 ―　 17,133

―　 17,133 ―　 17,133

（10）-１　引当金の明細

当事業年度においては，引当金の計上を行っていないため，記載事項はありません。

（10）-２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

当事業年度においては，貸倒引当金の計上を行っていないため，記載事項はありません。

（10）-３　退職給付引当金の明細

退職給付引当金

区　　分

退職給付債務合計額

- 16 -



（11）　保証債務の明細

当事業年度においては，債務保証を有していないので，記載事項はありません。
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（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資本金 政府出資金 56,399,708 － － 56,399,708 法人化に伴う国からの現物出資

計 56,399,708 － － 56,399,708

資本剰余金 資本剰余金

施設費 － 21,388 － 21,388 建物等の増加

運営費交付金 － 6,390 － 6,390 美術品・収蔵品の増加

補助金等 － 56,532 － 56,532
産業投資特別会計借入金を償還時補
助金により償還したことによる増加

寄附金等 － 103,886 － 103,886
美術品・収蔵品の購入・寄贈によ
る増加

無償譲与 － 4,147,438 － 4,147,438
国から美術品・収蔵品及び電話加入
権を無償で譲り受けたことによる増加

計 － 4,335,636 － 4,335,636

損益外減価償却累計額 － 1,178,332 － 1,178,332 償却資産の減価償却

差　引　計 － 3,157,304 － 3,157,304

区　　分

（12）　資本金及び資本剰余金の明細

（13）-２　目的積立金の取崩しの明細

本事業年度においては，目的積立金の取り崩しを行っていないため，記載事項はありません。

（13）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（13）-１　積立金の明細

本事業年度においては，積立を行っていないため，記載事項はありません。
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　 （単位：千円）

教育経費
消耗品費 124,437
備品費 37,921
印刷製本費 36,052
出版物費 8,015
水道光熱費 105,182
旅費交通費 25,480
通信運搬費 21,352
賃借料 28,502
車両燃料費 241
福利厚生費 2,782
保守管理費 183,363
修繕費 73,702
損害保険料 41
広告宣伝費 76
行事費 1,071
諸会費 1,330
会議費 1,004
報酬・委託・手数料 112,179
奨学費 101,773
減価償却費 15,351
雑費 11,416
交際費 120 891,400

研究経費
消耗品費 25,681
備品費 23,270
印刷製本費 14,885
出版物費 13,193
水道光熱費 21,982
旅費交通費 11,854
通信運搬費 4,811
賃借料 2,578
車両燃料費 11
保守管理費 25,742
修繕費 2,279
諸会費 50
会議費 40
報酬・委託・手数料 15,138
減価償却費 3,215
雑費 2,131 166,868

教育研究支援経費
消耗品費 22,171
備品費 11,546
印刷製本費 4,387
図書費 4,688
出版物費 8,615
水道光熱費 70,288
旅費交通費 817
通信運搬費 5,440
賃借料 72,721
保守管理費 82,863
修繕費 39,312
報酬・委託・手数料 1,525
減価償却費 4,542
雑費 3,010 331,931

(14) 業務費及び一般管理費の明細
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受託研究費 23,001

受託事業費 3,504

役員人件費
報酬 54,871
賞与 20,047
法定福利費 5,258 80,177

教員人件費
常勤教員給与

給料 1,622,014
賞与 618,751
退職給付費用 196,044
法定福利費 255,936 2,692,747

非常勤教員給与
給料 1,210,725
法定福利費 1,789 1,212,514 3,905,262

職員人件費
常勤職員給与

給料 545,575
賞与 173,546
退職給付費用 39,712
法定福利費 90,823 849,657

非常勤職員給与
給料 168,513
賞与 16,593
退職給付費用 1,228
法定福利費 17,488 203,823 1,053,481

一般管理費
消耗品費 41,084
備品費 15,062
印刷製本費 23,439
出版物費 12,987
水道光熱費 26,195
旅費交通費 13,455
通信運搬費 13,214
賃借料 19,093
車両燃料費 304
福利厚生費 1,551
保守管理費 74,447
修繕費 32,230
損害保険料 3,302
広告宣伝費 205
行事費 3,003
諸会費 3,184
会議費 2,096
報酬・委託・手数料 32,725
租税公課 1,707
減価償却費 11,662
雑費 9,884
交際費 670 341,511
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（単位：千円）

運営費交付
金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　　計

平成16年度 ―　 4,962,251 4,608,492 199,108 6,390 4,813,990 148,260

合　　計 ―　 4,962,251 4,608,492 199,108 6,390 4,813,990 148,260

（15）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（15）-１　運営費交付金債務

期末残高

当期振替額

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額
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（単位：千円）

業務等区分 平成16年度交付分 合　　　　計

退職金の支払(費用進行基準） 234,140 234,140

その他の業務費及び一般管理費
(期間進行基準）

4,374,351 4,374,351

合　　計 4,608,492 4,608,492

（15）-２　運営費交付金収益
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（単位：千円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

施設整備費補助金（営
繕事業） 26,000 ―　 16,275 9,724

施設整備費補助金（災
害復旧事業） 11,813 ―　 5,113 6,699

計 37,813 ―　 21,388 16,424

（16）　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（16）-１　施設費の明細

摘　　要

左の会計処理内訳

区　　分 当期交付額
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（単位：千円）

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

プロデューサー人材育成
支援事業実証講座 800 ―　 ―　 ―　 ―　 800

施設整備資金貸付金償
還時補助金 56,532 ―　 ―　 56,532 ―　 ―　

合　　計 57,332 ―　 ―　 56,532 ―　 800

（16）-２　補助金等の明細

摘　　要

当期振替額

区　　分 当期交付額
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（単位：千円、人）　　

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

役　　員 70,259（      4,660） 4（    3） － －

教 職 員 2,959,888（1,395,535） 327（897） 234,506（293） 20（5）

合　　計 3,030,147（1,400,195） 331（900） 234,506（293） 20（5）

（注）５．　括弧内は非常勤の役員及び教職員で外数として掲載しております。

（注）４．　退職手当の支給基準は、国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）を参考に、常勤役員は本学
　　　　　　役員退職手当規則、常勤教職員は本学職員退職手当規則をそれぞれ定めております。

（注）６．　上記には、賞与の未払額（296千円）、退職給付引当金の繰入額（17,133千円）、
　　　　　　法定福利費の事業主負担額（371,296千円）は含まれておりません。

（17）　役員及び教職員の給与の明細

（注）３．　常勤教職員の給与等の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）及び
　　　　　　人事院規則を参考に、本学職員給与規則を定めております。非常勤職員の給与は常勤職員の例に準
　　　　　　じて決定されております。

（注）２．　役員の報酬等の支給基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）及び人事院
　　　　　　規則を参考に、本学役員報酬規則を定めております。

退職給付
区　分

報酬又は給与

（注）１．　支給人員数は、報酬又は給与は年間平均支給員数で算出、退職給付は年間支給員数で算出しており
　　　　　　ます。
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（単位：千円）

区　　　分 美術学部 音楽学部 附属図書館 大学美術館 演奏芸術センター

業務費用 2,707,260 2,284,537 153,454 348,889 193,434

業務収益 2,691,889 2,323,849 153,774 361,614 194,660

運営費交付金収益 1,550,632 1,362,684 146,403 306,609 178,703

学生納付金収益 1,052,524 920,089 － － －

外部資金 57,597 12,900 － 3,099 －

入場料収益 － 12,763 － 47,783 11,049

講習料収益 8,915 4,738 － － －

その他 22,219 10,672 7,371 4,121 4,907

業務損益 △ 15,370 39,311 319 12,724 1,226

帰属資産 7,142,188 4,272,738 2,479,268 10,747,953 4,591,583

区　　　分
言語・音声トレー
ニングセンター

芸術情報センター 保健管理センター 消去又は全学 合計

業務費用 56,047 114,577 92,318 846,616 6,797,138

業務収益 56,217 114,830 92,391 914,607 6,903,834

運営費交付金収益 55,486 113,458 91,912 802,602 4,608,492

学生納付金収益 － － － 15,276 1,987,889

外部資金 － － 479 27,475 101,552

入場料収益 － － － － 71,596

講習料収益 － － － － 13,653

その他 731 1,372 － 69,253 120,650

業務損益 169 252 72 67,990 106,696

帰属資産 41,166 194,060 28,066 41,012,194 70,509,220

（注）１．セグメントの区分方法

（注）３．損益外減価償却相当額及び引当外退職給付増加見積額の各セグメント別の金額

区　　　分 美術学部 音楽学部 附属図書館 大学美術館 演奏芸術センター

損益外減価償却相当額 330,036 206,381 14,907 251,878 206,185

引当外退職給付増加見積額 △ 9,332 △ 32,474 2,528 △ 27,872 1,638

区　　　分
言語・音声トレー
ニングセンター

芸術情報センター 保健管理センター 消去又は全学 合計

損益外減価償却相当額 1,923 8,365 1,600 157,052 1,178,332

引当外退職給付増加見積額 620 － △ 49,819 62,777 △ 51,934

（18）　開示すべきセグメント情報

各学部（研究科を含みます。），各教育研究施設等の組織別に区分し，各セグメントに配賦しない業務損益
（主に事務局の活動に係るもの）及び全学資産は「消去又は全学」に計上しております。なお，附属音楽高
等学校は，「音楽学部」に含んで記載しております。

（注）２．帰属資産のうち「消去又は全学」の項目に含めた全学資産は41,012,194千円であり，その主なものは，
　　　　土地（37,356,800千円），構築物（1,104,942千円），投資有価証券（698,720千円），現金及び預金
　　　　（1,185,153千円），及び事務局所掌の建物（1,227,332千円）であります。
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当期受入（千円） 件数（件） 摘　　要

28,182 20

26,780 7

24,348 58

6,535 27

85,845 112

（注）当期受入額の他に国から937,300千円承継しております。

(内訳）　 全学 404,259 千円

美術学部 401,113 千円

音楽学部 82,007 千円

大学美術館 49,920 千円

美術学部

その他

合　　計

（19）　寄附金の明細

区　　分

全学

音楽学部
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（単位：千円）

区　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

美術学部 ―　 21,254 21,254 ―　

合　　計 ―　 21,254 21,254 ―　

（単位：千円）

区　　分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

美術学部 ―　 1,816 1,816 ―　

合　　計 ―　 1,816 1,816 ―　

（単位：千円）

区　　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

美術学部 ―　 3,656 3,656 ―　

その他 ―　 210 210 ―　

合　　計 ―　 3,866 3,866 ―　

（20）　受託研究の明細

（21）　共同研究の明細

（22）　受託事業等の明細
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（現金及び預金の内訳） （単位：千円）

区分 金額 備考

現　　　金 13,527

預　　　金 1,171,625

合計 1,185,153

（預金内訳表） （単位：千円）

預金種別 金額 備考

普通預金 1,063,756

定期預金 107,780

当座預金 89

合計 1,171,625

（未払金の内訳） （単位：千円）

相手先 金額 備考

三菱重工業（株） 17,167

（株）ヤマハミュージック 13,655

（株）樫村 13,478

美津野商事（株） 13,088

（株）日立ハイテクノロジー 12,600

その他 700,841

合計 770,831

（預り金の内訳） （単位：千円）

区分 金額 備考

古美術研究旅行積立金 53,525

東北写生旅行積立金 4,335

その他 75,710

合計 133,570

（23）　上記以外の主な資産，負債，費用及び収益の明細
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